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　令和８年５月27日㈬、高松国際ホテルにて公益

社団法人香川県宅地建物取引業協会第15回定時総

会、公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会香

川本部第定時総会（第54回）が多くの来賓臨席の

もと開催された。

　来賓の祝辞のあと、顕彰・表彰・感謝状の贈呈

が行われ、53名の諸氏に賞状が贈呈された。

　総会では、報告事項として令和７年度事業報告、

令和８年度事業計画・収支予算、組織再編成、決

議事項として令和７年度決算承認の件、役員改選

の件が上程され承認可決された。

　総会後行われた理事会にて𠮷田孝一氏が会長

に再選され、副会長には樋口範明氏、岡知徳氏、

友國裕典氏、専務理事には松下由二三氏が選任

された。

　また、監事には、古家敬三氏、岩井勝英氏、川

田剛氏、新名均氏の４氏が就任した。

　保証協会についても全上程議案について承認可

決された。なお、香川本部長にも𠮷田孝一氏が選

任された。

公益社団法人香川県宅地建物取引業協会他２団体　総会開催
会長・本部長には𠮷田孝一氏が再任

公益社団法人香川県宅地建物取引業協会他２団体　総会開催
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　こんにちは。ご紹介いただきました副知事の大山でご
ざいます。池田知事は所用のため出席がかないませんので、
知事に代わりご挨拶申し上げます。
　まず、公益社団法人香川県宅地建物取引業協会の定時
総会が盛大に開催されますことを、お慶び申し上げます。
𠮷田会長をはじめ皆様方には、消費者の利益擁護を目的
とした不動産に関する無料相談会のほか、公正で適正な
取引の推進や業界の健全な発展に向けた各種研修会の実
施等を通じ、地域社会の活性化に多大な御貢献をいただ
いており、深く敬意を表させていただきます。
　また、この後、これまでのご功績により、栄えある表
彰並びに感謝状をお受けになる皆様、誠におめでとうご
ざいます。今後ますますの御活躍をお祈り申し上げます。
　さて、本県では、香川県立アリーナや、昨年開催した
瀬戸内国際芸術祭、さらには、今年３月に開催した「か
がわマラソン」などに多くの方々にお越しいただき大変
ありがたく思っております。
　一方で、本県では人口減少、特に若者の転出が拡大し
ております。20歳前後の若者の転出超過の数は、10年前
には約1,000人であったものが直近では約2,000人に倍増し
ております。この課題に対応するため、県では、今年度
から様々な施策に取り組んでおりますが、その１つが、「香
川県民の日」でございます。本県は47都道府県の最後に
できた県ですが、1888年に愛媛県から独立し香川県とな
った12月３日を今年から「香川県民の日」といたしまして、
本県の歴史や自然、文化、住みやすさなどの魅力を伝え、
若者の意識にも働きかけてまいりたいと考えております。
　また、県民の皆様に定住し続けていただくためには、安
全・安心な県であることが重要でございまして、防災・
減災対策を最重点施策の１つとして取り組んでおります。
特に、住宅の耐震化を進めるため、家が建て込んでいる
地域などを、職員が戸別訪問し、耐震化の重要性をご説
明させていただいております。また、より多くの方々に
まず耐震診断を受けていただけるよう、今年度、耐震診
断の自己負担額を原則2,000円に引き下げました。さらに、
老朽化して危険な空き家の除却への支援も引き続き行っ
てまいります。
　皆様方には、県民の皆様が安全で快適に暮らすことの
できる住環境を実現するため、良質な住宅の供給と、公
正で円滑な不動産の流通に、引き続き、御尽力を賜わり
ますようお願い申し上げます。
　結びに、宅建協会のますますの御発展と、皆様方の御
健勝、御活躍をお祈り申し上げまして、お祝いのご挨拶
とさせていただきます。本日はおめでとうございます。

　本日は、公益社団法人香川県宅地建物取引業協会
第15回定時総会の開催、誠におめでとうございます。
　ただ今、御紹介を賜りました香川県議会議長の
氏家 孝志でございます。香川県議会を代表して、一言、
お祝いを申し上げます。
　𠮷田会長をはじめ、会員の皆様方におかれましては、
安全で質の高い住環境の整備はもとより、公正で円
滑な不動産取引の推進をはじめ、不動産に関する無
料相談や「香川県不動産フェア」の開催など、地域
に根ざした献身的な御活動によりまして、県民の住
生活の安定の確保・向上の促進に多大な御貢献をい
ただいておりますことに対し、心から敬意と感謝の
意を表します。
　また、本日、表彰、並びに、感謝状を受けられる皆様、
誠におめでとうございます。この度の御栄誉を心か
らお慶び申し上げますとともに、今後ますますの御
活躍を御期待申し上げます。
　さて、家族形態の変化や環境意識の高まり、そして、
相次ぐ自然災害への危機感から、近年の住宅市場では、
安全性と環境性能を両立した良質な住環境への需要
が急速に拡大しております。加えて、本県において
も喫緊の課題となっているのが、増え続ける空き家
の適正な管理と利活用であります。
　このように住まいに関する意識が多様化・複雑化
する中で、不動産のプロフェッショナルである皆様
への御期待は、より一層高まっております。
　県議会といたしましては、住宅の耐震化や空き家
対策に加え、若者が安心して住み続けられる環境整
備など、県民が笑顔で安全に暮らせる街づくりをし
っかりと支援してまいります。
　皆様方におかれましては、今後とも、地域に密着
した笑顔あふれる街づくりに、なお一層のお力添え
を賜りますようお願い申し上げます。
　結びに、香川県宅地建物取引業協会のますますの
御発展と、御参会の皆様の御健勝・御活躍を心から
祈念いたしまして、お祝いの言葉といたします。
　本日は、誠におめでとうございます。

大山智香川県副知事
ご　祝　辞

氏家孝志香川県議会議長
ご　祝　辞

大山智香川県副知事　ご祝辞
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　本日は公益社団法人香川県宅地建物取引業協会
の第15回定時総会がこのように盛大に開催されま
すことを心からお慶び申し上げます。
　また、会員の皆様には適正かつ公正な不動産取
引の確保にご尽力され、不動産業界や地域社会の
発展に多大なるご貢献をされているとともに市政
全般にあたり、格別のお力添えを賜っております
ことをこの場をお借り致しまして厚く御礼申し上
げます。
　さて、本年３月には今後10年間の住宅政策の指
針となる新たな住生活基本計画が閣議決定された
ところでございます。この計画では単身世帯や相
続住宅の増加、生産年齢人口の減少など2025年ま
でに想定されるさまざまな変化がみせられている
ところでございます。
　そしてこれまで官民投資で蓄積されてきたイン
フラや宅地建物市場を通じて最大限活用すること
でいわゆる人生100年時代においてライフスタイ
ルの変化に適した住宅が確保できる持続可能な社
会を目指すことが掲げられているところでござい
ます。
　本市におきましても本年度、全国計画と整合を
取りながら高松市住生活基本計画を改定する予定
としているところでございます。
　どうか皆様方におかれましては、今後とも豊か
な住生活実現に向けて変わらぬご支援を賜ります
よう何卒よろしくお願い申し上げます。
　最後になりますが、公益社団法人香川県宅地建
物取引業協会の今後ますますのご発展とご参会皆
様方のご健勝とご活躍を心から祈念申し上げ、私
からのごあいさつとさせて頂きます。
　本日は誠におめでとうございます。

　本日はご多忙の中、定時総会にご出席を賜り、誠
にありがとうございます。
　また、平素より本会の事業運営に対し、格別のご
理解とご協力をいただいておりますこと、心より厚
く御礼申し上げます。
　本日は、香川県副知事　大山様を始め多数のご来
賓の皆様にもご臨席を賜っております。ご多忙の折
にもかかわらずご出席いただきましたこと、本会を
代表いたしまして厚く御礼申し上げます。
　皆様には、日頃から本会事業に対し温かいご支援、
ご指導を賜っておりますことに、改めて深く感謝申
し上げます。
　さて、近年の不動産業界を取り巻く環境は、大き
く変化しております。人口減少や空き家問題への対
応、既存住宅流通の活性化、相続・資産承継への対応、
さらにはデジタル化や電子契約の進展など、私たち
に求められる役割は年々広がっております。
　そのような中、宅地建物取引業は、単なる不動産
取引にとどまらず、地域社会の安全・安心を支える
公共性の高い役割を担う存在として、より高い信頼
性と専門性が求められております。
　本会といたしましても、消費者保護を基本に据え
ながら、会員皆様の業務支援、人材育成、法令遵守
の徹底に努めるとともに、空き家対策や不動産相談
事業など、地域課題の解決に資する公益事業にも積
極的に取り組んでまいりました。
　また、本年度は、将来を見据えた組織運営の在り
方についても着実に検討と準備を進め、より時代に
即した、持続可能な団体運営体制の構築に努めてま
いりたいと考えております。
　今後も、地域に必要とされ、社会から信頼される
団体であり続けるため、役員・会員が一丸となって
取り組んでまいりたいと考えております。
　本日の総会では、令和７年度収支決算報告等重要
議案を提案いたしております。各議案につきまして
慎重にご審議を賜りますようお願い申し上げます。
　結びに、本会のさらなる発展と、ご来賓並びに会
員各位のご健勝、ご繁栄を心より祈念申し上げ、開
会にあたってのご挨拶とさせていただきます。

小泉誠高松市副市長
ご　祝　辞

𠮷田孝一会長
あいさつ

小泉誠高松市副市長　ご祝辞
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顕彰・表彰状・感謝状贈呈

樋口　範明 副会長　開会の辞

資格審査委員による報告

議長に選出された岡副会長、谷口常務理事

君が代斉唱する竹田理事　北島理事

栄えある香川県知事賞を受賞し顕彰を受ける
庄司　三千雄 氏（三観地区）

役員歴６年以上の感謝状を受ける
泉　隆広 氏（高松西地区）

会員歴30年表彰を受ける池内　英和 氏（丸亀地区）

会員歴15年以上の感謝状を受ける
濱井　晴美 氏（高松光洋地区）

顕彰・表彰状・感謝状贈呈
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会長　𠮷田　孝一
（三観地区長）

副会長　樋口　範明
（高松北地区長）

副会長　岡　知徳
（高松南地区長）

副会長　友國　裕典
（高松東部地区長）

専務理事　松下　由二三
（高松栗林地区長）

常務理事　金森　幹子
（高松西地区長）

常務理事　瀬尾　直陽
（高松光洋地区長）

常務理事　松本　信一
（高南地区長）

常務理事　有馬　耕一
（大川地区長）

常務理事　津山　哲郎
（坂出地区長）

常務理事　豊島　義則
（丸亀地区長）

常務理事　谷口　英二
（仲多度地区長）

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介
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理事　泉　隆広
（高松西地区）

理事　谷上　幸三
（高松西地区）

理事　日下　訓任
（高松北地区）

理事　安野　彰一
（高松北地区）

理事　田中　良幸
（高松北地区）

理事　松岡　努
（高松光洋地区）

理事　濱井　晴美
（高松光洋地区）

理事　細川　浩司
（高松東部地区）

理事　村川　誠治
（高松東部地区）

理事　穴吹　静子
（高松栗林地区）

理事　北島　良仁
（高松栗林地区）

理事　喜久山　知哉
（高松南地区）

理事　森　雅彦
（高松南地区）

理事　大西　一正
（高南地区）

理事　低田　陽介
（高南地区）

理事　間嶋　三郎
（大川地区）

理事　大津　勇吾
（大川地区）

理事　竹田　英司
（坂出地区）

理事　篠原　聖司
（坂出地区）

理事　池内　英和
（丸亀地区）

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介
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■総務・財務委員会
委 員 長 副委員長 委　　員

岡　知徳 大西　一正
田中　良幸 松岡　努 村川　誠治

間嶋　三郎 山之内　浩造 横山　透

■業務運営委員会
委 員 長 副委員長 委　　員

友國　裕典 安野　彰一
泉　隆広 日下　訓任 細川　浩司

喜久山　知哉 竹田　英司 川原　一夫

理事　山之内　浩造
（丸亀地区）

理事　濱野　博章
（仲多度地区）

理事　川原　一夫
（仲多度地区）

理事　香川　政司
（三観地区）

理事　五味　賢三
（三観地区）

理事　横山　透
（三観地区）

理事　岩村　浩二
（員　外）

監事　古家　敬三
（高松光洋地区）

監事　岩井　勝英
（丸亀地区）

監事　川田　剛
（高松北地区）

監事　新名　均
（員　外）

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介
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■相談・苦情処理委員会
委 員 長 副委員長 委　　員

樋口　範明 香川　政司
泉　隆広 谷上　幸三 日下　訓任

安野　彰一 田中　良幸 松岡　努

相談所長 濱井　晴美 細川　浩司 村川　誠治

穴吹　静子 五味　賢三 北島　良仁 喜久山　知哉 大西　一正

森　雅彦 大津　勇吾 低田　陽介 間嶋　三郎 竹田　英司

池内　英和 篠原　聖司 山之内　浩造 濱野　博章

川原　一夫 横山　透

■入会審査委員会
委 員 長 副委員長 委　　員

樋口　範明 谷口　英二

金森　幹子 瀬尾　直陽 友國　裕典

松下　由二三 岡　知徳 松本　信一

有馬　耕一 津山　哲郎 豊島　義則

香川　政司

■綱紀委員会
委 員 長 副委員長 委　　員

瀬尾　直陽 豊島　義則

金森　幹子 樋口　範明 友國　裕典

松下　由二三 岡　知徳 松本　信一

有馬　耕一 津山　哲郎 谷口　英二

香川　政司

■不動産流通・公共事業用地関係対策委員会
委 員 長 副委員長 委　　員

有馬　耕一 低田　陽介
谷上　幸三 濱井　晴美 北島　良仁

篠原　聖司 濱野　博章

【公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会香川本部】役員
役 職 名 氏　　名
本 部 長 業協会会長に同じ

副本部長 業協会副会長に同じ

専任幹事 業協会専務理事に同じ

常任幹事 業協会常務理事に同じ

幹　　事 業協会理事に同じ

監 査 役 業協会監事に同じ

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介

香川県宅地建物取引業協会　新役員紹介
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　【決議事項】
　⑴�　令和８年度事業計画並びに収支予算書（案）

について 
　⑵　組織再編作業実施特別委員会からの提案

以上、審議の結果、全議案が承認可決した。

　３月30日㈪午後１時30分より、香川県不動産会
館３階会議室において、令和７年度第５回理事会
が開催された。
　理事総数　38名　　出席理事数　34名
　監事総数   ４名　　出席監事数   ４名
　大西総務・財務副委員長の司会により定足数の
報告に基づき本会の成立を告げ開会。
　𠮷田会長が議長に就任し、規約により議事録署
名人は会長及び出席監事とし、議事録作成者を事
務局と告げ議案審議に入った。
議　題
○ 宅建協会
　【報告事項】
　⑴　全宅連等中央報告
　⑵　入会審査委員会報告
　⑶　各委員会報告

　⑷　令和７年度収支決算報告書について
　⑸　理事資格審査委員会設置及び監事推薦委員
　　の選任について
　⑹　選挙管理委員会の設置について
　⑺　2026香川県不動産フェア開催について
　⑻　員外役員候補（理事）の推薦について
　⑼　総会表彰・感謝状対象者について
　⑽　香川県不動産会館「電話機」入替について
○ 保証協会
　【決議事項】
　⑴　令和８年度保証協会香川本部総会開催につ
　　いて
　⑵　令和７年度事業報告並びに収支決算報告書
　　について

以上、審議の結果、全議案が承認可決した。

　４月23日㈭午後１時30分より、香川県不動産会
館３階会議室において、令和８年度第１回理事会
が開催された。
　理事総数　38名　　出席理事数　35名
　監事総数   ４名　　出席監事数   ４名
　川田業務運営副委員長の司会により定足数の報
告に基づき本会の成立を告げ開会。
　𠮷田会長が議長に就任し、規約により議事録署
名人は会長及び出席監事とし、議事録作成者を事
務局と告げ議案審議に入った。
議　題
○ 宅建協会
　【報告事項】
　⑴　全宅連等中央報告
　⑵　入会審査委員会報告
　【決議事項】
　⑴　令和８年度定時総会招集について
　⑵　令和７年度事業報告書について
　⑶　組織再編成に関する総会報告について

令和７年度　第５回理事会議事録抜粋

令和８年度　第１回理事会議事録抜粋

令和７年度　第５回理事会議事録抜粋



10 1110 11

　⑵　顧問・相談役・参与の委嘱について

以上、審議の結果、全議案が承認可決した。

＊第２回理事会は、会長等選出のための理事会開催

　終了後は、個別相談会が開かれた。

　５月27日㈬午後４時40分より、高松国際ホテル
において、令和８年度第３回理事会が開催された。
　理事総数　39名　　出席理事数　38名
　監事総数   ４名　　出席監事数   ３名
　飯沼事務局長の司会により定足数の報告に基づ
き本会の成立を告げ開会。
　𠮷田会長が議長に就任し、規約により議事録署
名人は会長及び出席監事とし、議事録作成者を事
務局と告げ議案審議に入った。
議　題
○ 宅建協会
○ 保証協会
　【報告事項】
　⑴　新入会員に関する件
　【決議事項】
　⑴　専門委員会構成等について

　３月12日㈭午後１時30分より香川県不動産会館
３階大会議室において、令和７年度第３回新規開
業予定者支援セミナーが開催された。

セミナー課目
　１．「不動産業界の現状と今後の展望」
　　　　　不動産鑑定士　松岡　良幸　氏
　２．創業資金等融資のご案内
　　　　日本政策金融公庫高松支店
　　　　　上席課長代理　中村　有紀子　氏
　３．現役不動産業者の体験談
　　　　　丸亀地区　株式会社ハート不動産
　　　　　　　　　　　　大谷　総一郎　氏
　４．宅地建物取引業開業までの流れ　
　　　　　　　                           　事務局

令和８年度　第３回理事会議事録抜粋

令和７年度 第３回新規開業予定者支援セミナー開催

冒頭あいさつする樋口総務・財務委員長

令和８年度　第３回理事会議事録抜粋
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　国民一人ひとりが、憲法が保障する個人の尊厳や自由、平等などの基本的人権を尊重しなければならな
いことは言うまでもありません。人権とは、「誰もが生まれながらにして持っている、人間が人間らしく
生きていくための誰からも侵されることのない基本的権利」です。しかしながら、私たちの社会では、依
然として同和問題をはじめ、障害者、高齢者、外国人などをめぐる人権問題が存在しています。
　土地や家を探す際に、その土地が同和地区にあるかどうか、あるいは同和地区と同じ校区にあるかどう
かを調べる人がいます。同和地区の存在（「同和地区である」「同和地区でない」等）を調べること、答え
ること、教えることは、差別あるいは差別につながる行為です。人権問題が存在する要因として、その根
底には、「自分の人権と他人の人権を正しく理解し、相互に尊重しあう」という人権尊重の理念について
の正しい理解が十分に定着していないことがあると言われています。
　私たちは、人権尊重の理念を正しく理解し、自分の人権を行使して自由と幸福を追求するとともに、他
人の人権も尊重しなければなりません。

基本的人権の尊重

　この５～６年の間に、日本で人権が侵害されるようなことが、少なくなってきたと思いますか、多くなっ
てきたと思いますか。次の中から１つだけ選んでください。

【回答者数＝1,369】� ※（　　）内の割合はウェイトバックした値
１　少なくなってきた　　　　　　　　　　　　　21.7%（21.6%）
２　あまり変わらない　　　　　　　　　　　　　44.3%（44.8%）
３　多くなってきた　　　　　　　　　　　　　　16.6%（16.5%）
４　分からない　　　　　　　　　　　　　　　　16.5%（16.3%）
（無回答）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0.9%   （0.7%）� 『令和６年度香川県　県政世論調査』

　同和問題を解決するために必要と思われることは何ですか。次の中から当てはまるものをすべて選ん
でください。� ※（　　）内の割合はウェイトバックした値

【回答者数＝1,218】※回答数の多い順に並び替え
１　人権全般にわたっての意識を高める� 49.7%（48.7%）
２　家庭で子どもに差別しないように教える� 37.4%（37.6%）
３　えせ同和行為（差別を利用した不当要求行為）を排除する� 26.8%（26.4%）
４　啓発・広報活動を推進する� 23.9%（22.7%）
５　どのようにしても差別はなくならない� 20.1%（20.7%）
６　人権が侵害された被害者の救済制度を充実する� 17.9%（18.7%）
７　相談活動を充実する� 14.0%（13.9%）
８　そっとしておけば差別は自然になくなる� 13.0%（12.5%）
９　差別に関わることを見聞きしたときは、その場で注意する� 12.6%（12.7%）
10　相互の理解を深める交流会を開催する� 10.9%（11.8%）
11　その他� 5.9%　（6.2%）
12　分からない� 9.7%　（9.1%）
（無回答）� 1.2%　（1.1%）

『令和６年度香川県　県政世論調査』

第1回 人権尊重社会の実現をめざして

誌上研修　シリーズ【宅地建物取引と人権】
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　この法律は、部落差別は許されないとの認識の
下、部落差別の解消に関し、国及び地方公共団体
の責務を定め、部落差別のない社会を実現するこ
とを目的として、平成28年12月16日に公布・施行
されました。

　部落差別は許されないものであるとの認識の
下に、部落差別解消に関し、基本理念を定め、
国及び地方公共団体の責務を明らかにし、相談
体制の充実等について定め、部落差別の解消を
推進し、部落差別のない社会を実現すること。

部落差別の解消の推進に関する
法律の概要

香川県部落差別事象の発生の防止に
関する条例の概要

［目的］

　部落差別の解消に関する施策を講じるととも
に、地方公共団体が講ずる施策の推進のために
必要な情報提供、指導助言を行う。
①部落差別に関する相談体制の充実
②部落差別解消に必要な教育及び啓発
③地方公共団体の協力を得て、部落差別の実態
　に係る調査を実施

［国の責務］

　部落差別の解消に関し、国との適切な役割分
担を踏まえ、地域の実情に応じた施策を講ずる
よう努める。
①部落差別に関する相談体制の充実
②部落差別解消に必要な教育及び啓発

［地方公共団体の責務］

　この条例は、現に同和地区に居住していることや
過去に居住していたことを理由として結婚に反対し
たり、婚約を破棄するなどの結婚に際しての差別事
象や、採用試験において不利な取扱いをしたり、採
用しないなどの就職に際しての差別事象の発生を
防止し、県民の基本的人権の擁護に寄与すること
を目的として、平成８年７月に施行されました。

　結婚や就職に際しての部落差別事象の発生を防
止し、県民の基本的人権の擁護に寄与すること。

［目的］

　相互に協力し、部落差別をなくすため必要な
啓発の実施。

［県・市町の責務 ］

　特定の個人の結婚や就職に際し、次の行為を
禁止。
①同和地区に住んでいるか、又は住んでいたか
について、自ら調査をしたり、調査の依頼や受
託をすること。

②調査のため、同和地区の所在が分かる地図や
図書などの資料を提供すること。

③調査に協力したり、同和地区であるかどうか
を教えるなど、部落差別につながるおそれの
ある行為をすること。

［県民・事業者の責務 ］

　「部落差別は、そっとしておけば自然になくなる」という声を聞いたり、そう思ったりしたことはあり
ませんか。本当にそっとしておけば、部落差別（同和問題）は解決するのでしょうか。
　県では、結婚や就職に際しての部落差別につながる身元調査を防止するため「香川県部落差別事象の発
生の防止に関する条例」を1996（平成８）年に制定し、その周知徹底を図っています。
　また、2016（平成28）年12月には、部落差別のない社会を実現することを目的とした「部落差別の解消
の推進に関する法律」が制定されました。
　しかし、今なお、差別発言、差別待遇等の事案のほか、差別的な内容の文書が送付されたり、インター
ネット上で差別を助長するような内容の投稿がされるといった事案が発生しています。

　私たち宅地建物取引業者の業務は、日常生活や経済活動に密接に関係し、社会全般に影響を与えるもの
であり、憲法において保障された基本的人権の一つである居住・移転の自由にかかる重要なものです。
　このように社会的責務を伴う業務であるため、私たちは常に「基本的人権の尊重」を十分理解した上で、
業務を行う必要があります。私たち一人ひとりが人権の大切さについて正しく理解し、お互いの人権を尊
重することにより、すべての人が笑顔で暮らせる平和で豊かな社会をめざしましょう。

同和問題に正しい理解と認識を

誌上研修　シリーズ【宅地建物取引と人権】
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　令和8年度第1回本部研修会（宅地建物取引業者研修会）を下記にて開催致します。
　近年、重説では自然災害に関する各種法令を知らず、説明不足や説明誤りからくる紛争が増えています。
一方、一般の消費者も防災意識は高いものの、ハザードマップ＝危険・安全マップという間違った認識で取
引の可否を判断されることも多いようです。
　今回の研修会では、水害、土砂災害を中心とした各種自然災害の法令について、重要事項説明における
典型的な紛争事例から物件調査のポイントを解説し、防災情報の不動産取引における活用方法について昨
年の研修会でもたいへん好評だった吉野 荘平 氏を招聘しご講演頂きます。

令和８年度  第１回本部研修会（宅地建物取引業者研修会）のご案内

　国土利用計画法では、一定面積以上の土地（香川県内の場合：都市計画区域：5,000㎡以上、都市計画
区域外：10,000㎡以上）について土地売買等の契約を締結した場合には、権利取得者は、契約締結後２週
間以内に、市町村の長を経由して都道府県知事又は指定都市の長に対し利用目的、取引価格等を届け出な
ければならないこととされています。
　本届出に関し、国土利用計画法施行規則の一部を改正する省令が本年４月１日より施行されました。これ
により、土地に関する権利の取得者（買主等）が法人の場合には、届出の際に法人の代表者について国籍
等の記載が追加されることとなりました。
○改正概要（国土利用計画法施行規則第19条の３） 
　事後届出について、国籍関係の届出事項は、令和７年７月より土地の権利取得者が自然人である場合は
国籍等、法人である場合は設立に当たって準拠した法令を制定した国となっていますが、これらに加えて、
令和８年４月１日（※）より、法人が権利取得者となる場合については、 
① 代表者の国籍等 
② 同一の国籍等を有する者がその役員の過半数を占める場合 当該国籍等 
③ 同一の国籍等を有する者がその議決権の過半数を占める場合 当該国籍等 
を追加することとしています。 

国土利用計画法に基づく事後届出制の改正について

令和８年９月10日（木）13：00～
丸亀市綾歌総合文化会館アイレックス  大ホール
自然災害に備えた防災に関する物件調査　ほか
株式会社ときそう
不動産鑑定士　吉野 荘平 氏　ほか

日時：
場所：
演題：
講師：

＊今回も昨年度同様、リアルタイムでのオンライン受講ならびに、後日受講が可能な録画画像受講も併せて行います。
 （オンライン受講ならびに録画画像受講も優良ステッカー交付の対象とさせて頂きます）

※契約締結日にかかわらず、令和８年４月１日以降に届出されるものに適用されます。
　なお、土地に関する権利の取得者（買主等）が個人の場合は、届出項目の変更はありません。

自然災害に備えた
防災に関する
物件調査
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（令和8年5月31日現在）

会員数 正　会　員
法　人 個　人 合　計

準会員
（支店等）地区数

高 松 西
高 松 北
高松光洋
高松東部
高松栗林
高 松 南
高 南
大 川
坂 出
丸 亀
仲 多 度
三 観
合 計

73
65
59
73
36
76
55
19
49
73
34
78
687

16
16
8
19
7
23
23
17
12
23
17
35
216

89
81
67
92
43
99
75
36
61
98
51
113
903

9
4
5
6
3
22
1
0
4
13
0
5
72

３月
10日（火）宅地建物取引士法定講習
12日（木）新規開業予定者支援セミナー
19日（木）入会審査会・執行役員会
30日（月）理事会・幹事会

４月
16日（木）期末監査会
　　　　　入会審査委員会・執行役員会
23日（木）理事会・幹事会

５月
12日（火）宅地建物取引士法定講習
21日（木）入会審査会・執行役員会
27日（水）定時総会・理事会

　会長の𠮷田でござ
います。
　先般の５月総会に
おきまして、引き続き
会長職を拝命いたしま
した。

　令和８年度・９年度の２年間は、組織再
編の総仕上げを行う極めて重要な時期とな
ります。
　サービスの質を高めながら、次代に繋が
る組織基盤を築くため邁進してまいります。
　会員の皆様には、変わらぬご支援とご協
力を賜りますようお願い申し上げます。

会 長 の コ ラ ム
【表紙写真】
国営讃岐まんのう公園のネモフィラ
　満濃池のほとりに広がる四国唯一の国営
公園。年間を通して季節の花々が咲き誇り
ます。

協 会 の 動 き　R８年３月１日～R８年５月31日

令和８年６月15日発行（第240号）

発行人　　公益社団法人香川県宅地建物取引業協会
　　　　　会　　　　　長　𠮷 田 孝 一

編集人　　総務・財務委員会　　　
　　　　　委 員 長　岡 　 知 徳
　　　　　副　委　員　長　大 西 一 正

高松市松福町1-10-5（香川県不動産会館）
TEL 087-823-2300　FAX 087-823-1212
ホームページアドレス
https：//www.takken-kagawa.jp
メールアドレス　info@takken-kagawa.com
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○試験日時　令和８年10月18日㈰
　　　　　　13時～15時
　（登録講習修了者は13：10～15：00）
○受験申込
【インターネット申込】
令和８年７月１日９：30
　　　　　　　　～７月31日23：59まで
https://www.retio.or.jpから申込
【郵送申込】
令和８年７月１日～７月15日（消印有効）
○試験案内配布期間・場所
令和８年７月１日～７月15日
　�香川県宅建協会、香川県住宅課、長尾・高松・
中讃・西讃の土木事務所、小豆県民センター、
紀伊國屋書店丸亀店、宮脇書店総本店・本店・
南本店、くまざわ書店高松店、ジュンク堂書
店高松店

○受験手数料　8,200円
○合格発表日　令和８年11月25日㈬

○試験日時　令和８年11月８日㈰
　　　　　　午前　択一式試験　
　　　　　　午後　記述式試験
○受験申込
令和８年７月15日～９月16日
Webからの申込みとなります。
https://www.retpc.jp/

○受験手数料　31,500円
○試 験 地　高松　他11地区
○合格発表　令和９年１月８日㈮
○受験資格
①�宅地建物取引士資格登録者で現に宅地建物取
引業に従事している方、又は今後従事しよう
とする方

②�不動産鑑定士で、現に不動産鑑定業に従事し
ている方、又は今後従事しようとする方

③�一級建築士で現に建築設計業・工事監理業等
に従事している方、または今後従事しようと
する方

○試験日時　令和８年11月15日㈰
　　　　　　13時～15時
○資料請求・受験申込
WEB：令和８年８月３日～９月30日
郵 送：令和８年８月３日～９月24日
（願書請求は９月14日12：00まで）
○受 験 料　12,000円
○登 録 料　6,600円
○試 験 地　香川　他40地区
○合格発表日　令和８年12月24日㈭
○受験資格
どなたでも受験可
＊�受験資格はありませんが、登録には実務経験
もしくは、それに代わる講習が必要です。

　講習を修了すると賃貸不動産経営管理士試験の
修了年度とその翌年度の試験50問のうち５問が免
除されます。
○学習内容　
　①概ね２週間の事前学習
　②スクーリングによる１日の講習
○日 　 程　令和８年７月15日〜９月25日
○会 　 場　香川県不動産会館（８月25日）ほか
○講習時間　９：00～17：30（８：50受付開始）
○受 講 料　22,550円
○受講資格　どなたでも受講可
○申込方法
　（一社）賃貸不動産経営管理士協議会のサイトから
　https://chintaikanrishi.jp/

令和８年度
賃貸不動産経営管理士試験

令和８年度
宅地建物取引士資格試験

令和８年度
賃貸不動産経営管理士講習（試験の一部免除）

令和８年度
不動産コンサルティング技能試験




